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県労連第2回幹事団交渉報告

若年者から再任用まで賃金制度の改悪を提案！一方で、人勧実施は明言せず
給料表の県独自部分の廃止、若年層の昇格メリットの廃止、55歳超の昇給制度の改悪、忌引の改悪
県労連は11月22日（水）、第2回幹事団交渉を行い、確定闘争を再開しました。

毎度おなじみの「財源不足」を強調

交渉冒頭、大久保労務担当局長は、「人事委員会勧告の尊重は基本」としながらも、例年通りの「財源不足」論を展開し、総務省の指導を理由に「社会情勢への適応、国や他県との均衡の観点から、見直すべきは見直す」、「全体の出来上がりで判断する。」とし、人事委員会勧告の完全実施を明言しませんでした。

このように、毎年、人勧完全実施を人質にとるような姑息な交渉手法はいいかげん改めて、誠実に交渉を進めていただきたいと思います。

国を上回るものはすべて廃止・改悪提案

～それなら地方自治はいらないのでは！？
　当局は「国を上回るもの」として、次の改悪提案を行いました。

①給料表の県独自号給の廃止。

②55歳超の昇給制度の改悪。

③高位号給からの昇格メリットの改悪。

④2級昇格時の昇格メリットの廃止。

⑤配偶者等の忌引の日数削減。

これらの制度は、長年労使で交渉・協議を行い、合意に基づき積み上げてきたものであり、神奈川の実態を無視し、職員構成も異なる国と単純に比べ、「国を上回る」だけの視点で変更できるものではありません。
当局提案を実施すれば、若年層から高齢層まで、すべての職員がマイナスの影響を受け、生涯賃金は大幅に減少します。

これで、今後も有為な人材を確保し、職員のモチベーションを維持できると、当局は本気で考えているのでしょうか。

再任用賃金の引下げ提案は断固拒否！

仕事も変わらないのに理不尽な提案
　当局は、行政職のフルタイム再任用職員の賃金について、「国や他県は3級格付けが多数であり、現行5級格付けとしているが、4級格付けを基本に変更したい。」と提案しました。

　そもそも、現在でも現役時代と同じ仕事をしていても、年収水準は現役の62.8％でしかありません。
　仕事の内容が大幅に変わらないにもかかわらず、格付けを引き下げるということは、賃金引下げ以外の何物でもありません。このような理不尽な提案は到底了承できるものではなく、白紙撤回を求めていきます。

「労使協議は大賛成。でも何を話すかが問題。」
　「働き方改革」については、県労連が強く要求している、ログによる職場ごとの時間外の開示とそれに基づく労使協議機関の設置について、労務担当局長は「労使協議は大賛成。でも何を話すかが問題。」と回答しました。「何」は、聖域を設けず、時間外縮減策を話し合うことです。いずれにせよ、労使協議機関は設置していただきたいと思います。
「課題としては認識」～臨任雇用の空白期間
　県労連が強く解消を求めている「臨時的任用職員の雇用の空白期間の解消」について当局は、「総務省の見解もあり、解決すべき課題とは認識しているが、莫大な予算を必要とする。」と回答しました。
　問題のある制度を「カネがないから」と放置すること自体問題ですが、行政職場では空白期間に「日々雇用」として雇用している所属も多く、新たに「カネがかかる」ということではありません。

　2020年4月の改正地公法施行時には逃れられない課題であり、今期での前進をめざします。
　この他、賃金較差解消や不妊治療に係る休暇制度の創設、臨任・非常勤職員の療養休暇の改善等の要求課題についても、次回30日の第3回幹事団交渉で議論していきます。
県労連第２回幹事団交渉内容
	課　　題
	県労連の要求・主張
	当局の回答・逆提案

	基本姿勢
	・財政状況が厳しいのは経営サイドの責任であって、職員が作り出しているものではないことを認識すべきである。
・全体的に職員がやる気をなくす提案ばかりである。
・長年労使で交渉・協議を行い、合意に基づき積み上げてきたものを見直すという改悪提案は極めて重いものである。
	・県財政は例年以上に厳しい。全庁一丸となって、歳入の確保と徹底的な歳出削減に取り組まなければならない。
・こうした厳しい財政状況下において、公務員の処遇には強い関心が持たれ、人件費の扱いについては議会も注目している。透明性、説明責任がより一層求められる。
・「自主交渉・自主決着」の立場を基本に、十分な議論を行いたい。

	基本賃金
一時金
諸手当等
	・人事委員会勧告制度は、公務員の労働基本権制約の代償措置であるから、勧告の完全実施は当然。
・勧告に示された公民較差については、財源確保などの前提条件をつけることなく解消すること。
・地域手当の引上げを確実に行うこと。
・一時金の引上げは期末手当で行うこと。
・すべての在職者が定年まで昇給が可能になるよう号給の追加を。
・大規模災害時等における対応として、復旧・復興などの各種応援業務への従事等、非日常的な労働環境で勤務をした場合の特殊勤務手当等を整備すること。
	・人事委員会勧告の尊重は基本と考えるが、社会情勢への適応、国や他県との均衡の観点から見直すべき制度は見直して、課題全体のできあがりで判断したい。
・勤勉手当の成績率については、話せる段階にない。一時金の月数を改定する場合には、勤勉手当の趣旨に沿ったものにすべきである。
・勧告で示された地域手当12％（「給与制度の総合的見直し」完成時の支給割合）への引上げについては、来年度に協議したい。
・大規模災害時に対処する職員の特殊勤務手当を新設
①死体を取り扱う業務、②堤防の応急作業に引き続き5日以上従事、③原子力事業所周辺で行う業務

	退職手当の
見直し
	・退職手当の見直しについて再検討を求める。3月実施にすると、2月末退職をする職員が出るのではないか。
・育児休業等を取得した期間を在職期間から除算しないよう求める。
　男性の休業取得を促進するためにも必要だ。
	・国に準じて調整率を見直したい。（87/100→83.7/100）

・国と同様に経過措置なし。
・2018年3月1日実施。実施時期をずらすことはできない。

	再任用職員の格付け、
給与水準の見直し
	・賃金水準について、働き方や退職時の給与を踏まえたものとなるよう改善を図ること。
・仕事の内容が変わらないにもかかわらず、賃金水準の引下げを行う提案は、到底容認できない。
	・行政職のフルタイム再任用の賃金について、国や他県は3級格付けが多数。現行、県では5級格付けとしているが、4級を標準の格付けとしたい。2018年4月実施。

	高齢層関係

	・50歳台、特に後半層職員の昇給・昇格制度ならびに賃金については、現行の制度・水準を維持すること。
・55歳超え職員の昇給抑制について、勧告では何も触れていない。
・高齢層職員は、現場において重責な業務を担っている。55歳超え職員の昇給抑制は納得できない。
・国や他県とは違う状況にあり、これまでの県労連交渉において積み上げてきた経緯がある。
	・高齢層職員の昇給等を国と同様に見直したい。
　①昇給制度について、55歳を超える職員は、標準の成績では昇給しないこととし、特に良好は1号、極めて良好の場合は2号の昇給に抑制したい。2019年1月実施。
②昇格制度について、高位号給からの昇格メリットを抑制したい。2018年4月実施。
③給料表のうち県独自で追加している号給の廃止。2018年4月実施。

	若年層関係
	・若年層の給与水準について大幅な引上げを図ること。
	・行政職及び研究職2級昇格時のメリットは今年度をもって廃止したい。

	働き方改革
	・時間外勤務の縮減、業務量に応じた人員の確保、業務見直しなど、具体的方策を図ること。
・パソコンの使用時間など客観的な記録を基礎とし、労働時間管理を徹底すること。
・労働時間の実態把握と改善に向けた労使協議を行うこと。
・今までと同じことを力を入れて行うだけなら、「改革」とは言えない。仕事も減らず、人も増えなければ働き方改革は難しい。
・早朝に働く職員が増えた。残業時間は減っていない。
	・働き方改革推進本部において、県としての取組み方針や時間外労働の上限目標を定め、実施している。調整部会では、四半期ごとに取組みの進捗状況を確認し、評価を行っている。
・残業ありきの仕事のやり方は改めるべき。仕事を効率化した上で、それでも時間外が減らなければ、人もつけるし、時間外手当もつける。
・柔軟な働き方として、早朝や夜間にイベントが開催されるなどの場合、時間外対応ではなく、前々日までに申し出て勤務時間の割振変更が行えるよう改善を図る。2018年4月実施。

	メンタル・ハラスメント対策
	・メンタルヘルス対策事業の一層の充実を図ること。
・「ハラスメント防止指針」や「ハラスメントのない職場づくり」を周知・活用し、実効あるものとすること。
	・ハラスメントのない職場づくりをめざす。
・プライバシーに配慮した実効ある取組みを行う。
・ストレスチェックの受検率の向上をめざす。

	休暇制度の充実・改善
	・忌引休暇の改悪に反対する。葬儀や諸手続きにかかる時間だけでなく、家族を亡くした悲しみに向き合う時間も必要だ。
・不妊治療を係る休暇制度の創設。
・短期介護休暇の取得日数の拡充。
・有給教育休暇、家族休暇の新設やリフレッシュ休暇、ボランティア休暇の充実など。休暇取得ができる条件整備。
	・忌引休暇については国並みとし、配偶者は10日を7日に、配偶者のおじ・おばは対象外としたい。配偶者の忌引休暇の平均取得日数は7.7日。
・療養休暇を取得した職員が一旦勤務し、30日以内に同一傷病で再び療養休暇が始まる場合には、取得日数は通算される。無理をせず、しっかり療養に専念してもらう必要があることから、通算基準である30日を1年に変更したい。2018年4月実施。

	臨任・非常勤職員の労働条件改善
	・均等待遇の視点から賃金や休暇制度の改善を求める。
・臨任職員の空白期間の撤廃、通勤手当の実費支給を求める。
・臨任・非常勤の療養休暇の改善。
・地方公務員法、地方自治法の趣旨を踏まえ、適正な任用・勤務条件を確保すること。
	・臨任雇用の空白期間を置くことについて適切ではないと、総務省も見解を示している。財政状況を勘案し、検討したい。地方公務員法、地方自治法が改正され、2020年4月施行と時限を切られている中で、いつ実施するかという課題。

	システムの不具合
	・早期に職員が信頼できる状態の安定稼働にすること。
・原因を徹底究明し、再発防止に努めること。
	・システムの正常化に向けて努力、操作性の改善も図りたい。
・混乱が生じた原因を年度内にとりまとめ、責任の所在を明らかにし、再発防止に努める。


県労連総決起集会に
参加しよう！

◇日時　12月1日（金）18時30分から

◇会場　横浜開港記念会館講堂

県労連確定闘争日程

・11月27日（月）　県労連支部代交渉

　　　17時15分～　本庁舎前報告集会

・11月30日（木）　第3回幹事団交渉

・12月6日（水） 　第4回幹事団交渉

・12月19日（火）　最終幹事団交渉

・12月21日（木）　戦術配置


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































